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は じ め に
　本稿は，英国税務会計史のうち，1930年から1939年までの期間を対象と
する。この10年間における英国社会の政治経済の動向の概要を簡略に述べ
ることで，これらの動きが税制等にどのように影響したのかを最初に検討
する。続いて，所得税法の変遷と，1937年財政法により創設された国防税
（National defence contribution）の名称で開始された個人及び法人の事業所得
課税の内容を検討する。
　また，この時期には，租税回避との関連で頻繁に引用されるウエストミ
ンスター公爵事案判決 1）が1935年にあり，さらに，翌年に，所得税制定法
化検討委員会（The Income Tax Codification Committee）の報告が出されてい
1）　Duke of Westminster v. Inland Revenue (19 TC 490) (1935).
　697商学論纂（中央大学）第55巻第５・６号（2014年３月）
英国税務会計史（6）
矢　内　一　好
　　　目　　　次
　は じ め に
１　1930年代における英国社会の政治経済の動向
２　1930年代の税制改正
３　1930年代の所得税等の税率の変遷
４　所得税法の変遷
５　国防税の概要
６　1936年所得税制定法化検討委員会報告 
698
る。ウエストミンスター公爵事案判決は，後に稿を改めて取り上げるとし
て，ここでは後者の所得税制定法化検討委員会報告が，本稿の検討対象と
なる。
１　1930年代における英国社会の政治経済の動向
　この1930年代の英国首相は次の３名，４内閣である。
⑴　歴 代 首 相
①　マクドナルド（Ramsay MacDonald）第２期（1929年６月５日～1931年
８月24日）（労働党）
②　マクドナルド（Ramsay MacDonald）第３期（1931年８月24日～1935年
６月７日）（挙国内閣）
③　ボールドウィン（Stanley Baldwin）　第３期（1935年６月７日～1937年
５月28日）（保守党）
④　チェンバレン（Neville Chamberlain）（1937年５月28日～1940年５月10日）
（保守党）
　後述する大不況の影響で政策に行き詰ったマクドナルド首相は，1931年
８月23日に全閣僚の辞表提出を求め国王に謁見したが，国王は，マクドナ
ルド首相に保守党総裁ボールドウィンと自由党総裁サミュエルに相談する
ことに同意したので，その相談後，マクドナルド首相は，この両名の参加
した挙国内閣の首相になったのである 2）。
⑵　大恐慌の影響
　1930年代は冒頭から，1929年10月に起きた米国ニューヨーク株式取引所
2）　今井登志喜『英国社会史　下（増訂版）』東京大学出版会　1964年　176-
177頁。
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における株式大暴落に端を発した大不況が欧州各国に被害をもたらしたの
である。
　失業者数は，1930年４月に176万人，同年末に250万人，1931年には300
万人となった。その結果，失業保険の支払額が急増し，政府財政は赤字と
なった。そのために，政府は失業保険に対する補助金の削減を考慮するこ
とになり，労働党本来の政策の放棄であるとして，マクドナルド首相は内
閣総辞職を画策したが，国王の意向もあって，挙国内閣を1931年に組閣し
たのである。この挙国内閣は，緊縮と増税により収支の均衡を保つのであ
る 3）。
　その後，挙国内閣の政策により景気が好転して，1934-1935年は，予算
の剰余を所得税増税分の廃止等に廻したのである 4）。
⑶　国 際 関 係
　ドイツは，第１次世界大戦敗戦後のベルサイユ条約により巨額な戦後賠
償を負担することになったが，その後，この条約の破棄等を政綱としたナ
チスが台頭し，1933年１月末にはヒトラー内閣が成立した 5）。1936年３月
にドイツは，ベルサイユ条約及びロカルノ条約 6）により非武装地帯と定め
られていたラインランドに進駐した。さらに，1938年３月にはオーストリ
アがドイツに併合された。1939年３月16日には，ドイツはチェコスロバキ
アに侵攻した。そして，1939年９月１日に，ドイツはポーランドに侵入
し，英仏は９月３日にドイツに対して宣戦布告をした。
3）　同上　176-177頁。
4）　同上　182頁。
5）　同上　192頁。
6）　1925年に締結されたロカルノ条約は，英仏及びドイツが共同して当時の独
仏国境を保障し，フランスがドイツからの攻撃を受けた場合，英国はフラン
スを援助することを約したものである（同上　146頁）。
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　英国は，国際上の緊迫に対応して1936年予算では軍事費を１億3,800万
ポンドから１億7,800万ポンドに引き上げたのである 7）。これに関連して，
税制では，1937年財政法により国防税の名称で法人課税を開始したのであ
る。この税目は1947年以降利潤税になるが，その内容は後述する。
２　1930年代の税制改正
　1930年代の税制改正に係る法律は次の通りである。この時期の所得税法
の基本法は，1918年制定の所得税法である 8）。
①　Finance Act 1930 (20 & 21 Geo. 5 c. 28)
②　Finance Act 1931 (21 & 22 Geo. 5 c. 28)
③　Finance Act (No. 2) 1931 (21 & 22 Geo. 5 c. 49)
④　Finance Act 1932 (22 & 23 Geo. 5 c. 25)
⑤　Finance Act 1933 (23 & 24 Geo. 5 c. 19)
⑥　Finance Act 1934 (24 & 25 Geo. 5 c. 32)
⑦　Finance Act 1935 (25 & 26 Geo. 5 c. 24)
⑧　Finance Act 1936 (26 Geo. 5 & Edw. 8 c. 34)
⑨　Finance Act 1937 (1 Edw. 8 & 1 Geo. 6 c. 54)
⑩　Finance Act 1938 (1 & 2 Geo. 6 c. 46)
⑪　Finance Act 1939 (2 & 3 Geo. 6 c. 41)
⑫　Finance (No. 2) Act 1939 (2 & 3 Geo. 6 c. 109)
⑬　Income Tax Procedure (Emergency Provisions) Act 1939 (2 & 3 Geo. 
6 c. 99)
⑭　Expiring Laws Continuance Act 1939 (3 & 4 Geo. 6 c. 1)
7）　同上　200頁。
8）　Income Tax Act 1918 (8 & 9 Geo. 5 c. 40).
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　この時期において特筆すべきは，前述のとおり，1937年財政法により国
防税の名称で法人課税を開始したことである。英国において所得税法を除
いて，法人を対象とした税目としては，1920年財政法第５款（法人利益税）
第52条から第56条までに規定された法人利益税がある。この法人利益税は
1919年12月31日後に終了する事業年度に生じた利益に対して５％の税率の
法人利益税が課されることを規定したものである。この法人利益税と国防
税については，約20年弱の間隔があることから，両者の規定を比較検討す
ることになる。
３　1930年代の所得税等の税率の変遷
　1930年前の個人の所得税率から始めると次のような変遷がある。
年　　分 所得税標準税率（%） 付加税率（%）
1929-1930
（1928-1929年度
と同じ）
　　　20 ①　£02,000　　　　   ：なし
②　次の£00,500　　  ：03.75
③　次の£00,500　　  ：05
④　次の£01,000　　  ：07.5
⑤　次の£01,000　　  ：11.25
⑥　次の£01,000　　  ：15
⑦　次の£02,000　　  ：17.5
⑧　次の£02,000　　  ：20
⑨　次の£05,000　　  ：22.5
⑩　次の£05,000　　  ：25
⑪　次の£10,000　　  ：27.5
⑫　⑪の金額の超過額：30
1930-1931 　　　22.5 ①　£02,000　　　　   ：なし
②　次の£00,500　　  ：05
③　次の£00,500　　  ：06.25
④　次の£01,000　　  ：10
⑤　次の£01,000　　  ：15
⑥　次の£01,000　　  ：17.5
702
⑦　次の£02,000　　  ：20
⑧　次の£02,000　　  ：25
⑨　次の£05,000　　  ：27.5
⑩　次の£05,000　　  ：30
⑪　次の£10,000　　  ：32.5
⑫　次の£10,000　　  ：35
⑬　⑫の超過額　　　 ：37.5
1931-1932
1932-1933
　　　25 同上
1934-1935
1935-1936
　　　22.5 同上
1936-1937 　　　23.75 同上
1937-1938 　　　25 同上
1938-1939 　　　27.5 ①　£02,000　　　　   ：なし
②　次の£00,500　　  ：06.25
③　次の£00,500　　  ：07.5
④　次の£01,000　　  ：12.5
⑤　次の£01,000　　  ：19.5
⑥　次の£01,000　　  ：21.25
⑦　次の£02,000　　  ：25
⑧　次の£02,000　　  ：31.25
⑨　次の£05,000　　  ：37.5
⑩　次の£05,000　　  ：42.5
⑪　次の£10,000　      ：45
⑫⑪の超過額　　　　 ：47.5
1939-1940 　　　27.5 ①　£02,000　　　　   ：なし
②　次の£00,500　　  ：10
③　次の£00,500　　  ：11.25
④　次の£01,000　　  ：16.25
⑤　次の£01,000　　  ：21.25
⑥　次の£01,000　　  ：25
⑦　次の£02,000　　  ：28.75
⑧　次の£02,000　　  ：35
⑨　次の£05,000　　  ：41.25
⑩　次の£05,000　　  ：45
⑪⑩の超過額　　　　 ：47.5
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　この税率の変遷を見ると，1931年以降財政収支均衡のため増税を行い，
その後の景気好転により，1934-1935年は，予算の剰余を所得税増税分の
廃止等に廻したという前記の記述と税率の変遷に整合性がある。
４　所得税法の変遷
　以下は，前出の２において掲げた財政法に含まれる所得税法のうち，特
徴的な内容を持つものを掲げることとする。
　この時期の所得税法の基本法は，1918年制定の所得税法であるが，1936
年財政法，1937年財政法及び1939年財政法に特徴のある条項があることか
ら，これらの規定を検討する。
⑴　1936年所得税第18条
　1936年財政法第２款の規定する所得税法第18条（以下「1936年法18条」と
いう。）に，外国居住者への所得移転取引による租税回避防止規定がある。
　この主体となる者は，英国における個人の通常居住者（ordinarily 
resident：以下「通常居住者」という。）であり，この者が資産を海外に移転
する取引を行うことで所得税の租税回避を行うので，この規定はそれを防
止するためのものである。
　通常居住者の場合，英国における課税は，英国の国内源泉所得と国外源
泉所得のうち英国に送金された金額である。したがって，国外に移転した
資産を同地で譲渡してその所得を英国に送金しなければ，英国における課
税は起こらないことになる。
　1936年法18条は，次の場合に，英国国外に帰住する者の所得を享受する
権限（power）を有するものとみなすことを規定している（1936年法第18条
第３項）。
①　所得はいずれかの者により，いずれかの時期に計算され，かつ，所
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得形態のいかんにかかわらず，当該個人の利益として効力を有する場
合，
②　所得の取得又は発生が，当該個人により所有されている資産の価値
の増加となる場合，
③　当該個人が，いずれかの時に，所得等から生じる利益を受け取る或
いは受け取る権利がある場合で，当該所得を直接或いは間接に表す所
得及び資産に係る活動の効果により入手可能となる場合，
④　処分する権利或いは取り消す権利の行使により，他の者の同意の有
無にかかわらず，その所得の利益を享受する権限を有する場合，
⑤　当該個人が所得の活用を支配することができる場合
　個人が所得を享受する権限を有しているか否かの判定を行うに際して，
移転等を行うことにより実質的な効果があり，その移転により当該個人に
全ての利益が生じたのであり，その利益の性質或いは形態を考慮しないの
である。
　この規定は，受益者（beneficiary ownership）の概念に近いものがあり，
その所得が国外で生じたものであり，かつ，英国に送金されないものであ
っても，通常居住者の所得として取り込むことを定めたものである。
⑵　1937年所得税第12条
　1937年財政法に規定され，課税年度としては1937-1938年ということに
なるこの所得税（以下「1937年法」という。）は，その背景として，大陸にお
けるナチスの台頭があり，第２次世界大戦前夜という雰囲気の時期のもの
である。
　1937年法は，1937年財政法第２款（Part II）に規定されている。この
1937年法の第12条に，「証券に関する所定の取引による租税回避の防止」
という見出しの規定がある。
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　第１項の規定では，証券の所有者（以下「所有者」という。）が株式の譲
渡契約をすると同時に，同契約或いは担保契約により，当該証券の買い戻
し或いは再取得契約をするか，或いは，オプション契約をして，その後に
当該証券を買い戻し或いは再取得のオプション行使を行うのである 9）。当
該証券に係る支払利子が所有者以外に受取られるという取引となる場合，
次の規定が適用となる。
①　支払利子が支払者の段階で課税上控除されるか否かにかかわらず，
所得税法の適用上，当該利子は，所有者の所得とみなされ，他の者の
所得はみなされない。かつ，
②　証券に係る利子が課税上控除できないものであっても，所有者は，
シェジュール DのケースⅥに分類されて標準税率の課税を受ける。
所有者が利子について標準税率により既に課税を受けていることを示
す場合はこの限りではない。
　第２項は，第１項に規定した証券の買い戻し或いは再取得は，類似の証
券の譲渡或いは取得も含むものとみなすことを規定している。しかしなが
ら，類似の証券が取得された場合，所有者は，同一の証券の買い戻し或い
は再取得により生じるであろう租税債務以上の額を負担することはない。
　第３項は，第１項と同様の行為を行う者が証券業者の場合，利子に関し
て，所得税法上の所得の認識を行わないことが規定されている。
　第６項は定義規定であり，本条における利子は配当を含むことが規定さ
れている。
9）　証券取引では，同等の証券を売ってから買い戻すことを wash saleという。
米国の内国歳入法典1091条ａでは，30日以内買い戻し等の場合，証券の譲渡
損の控除はできないことが規定されている。しかし，英国の1937年法の規定
は，これと類似する取引において発生する利子所得の帰属問題を規定してい
る。
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⑶　工場等に関する減価償却（1937年法第15条）
　英国税法上の減価償却に関する規定は，1878年関税及び内国税法第12条
が始まりであり，その後，1907年財政法の規定へ続くのである。これらの
規定における減価償却の対象となる資産は，機械及び設備（machinery or 
plant）に限定され，企業活動に使用されて摩損或いは破損した場合，その
価値の減少分の合理的な金額を控除することが認められていた。
　1920年に公表された王室委員会報告 10）は，第３款第１条に減価する資産
（wasting assets）を規定し，同第２条に設備及び機械の減価償却，同第３条
に建物の減価償却を規定している。
　1907年財政法において機械及び設備が償却資産として規定されたが，王
室委員会報告では，設備及び機械を含む所定の建物もその対象とされてい
る。機械及び設備が償却資産として減価償却の対象となった理由として
は，減価償却費がこれらの資産の取替費用とほぼ同額になるからと説明さ
れている。そして，すべての建物に同様の減価償却計算を行うこととする
ことを王室委員会は提言している（同報告パラグラフ180）。
　1937年法第15条は，上述のような沿革を経て規定されたことを前提とし
て検討する必要がある。また，この段階までで明らかになったことは，英
国内国歳入庁では，減価償却資産に対する耐用年数の法定化という動きは
10）　1919-1920年　Royal Commission on the Income Tax.　2011年に極東書店
から再版された４巻本の各分冊は次の通りである。
①　Royal Commission on the Income Tax, Vol. 1 1919-1920, Minutes of 
Evidence, 1st to 3rd  Installments
②　Royal Commission on the Income Tax, Vol. 2 1919-1920, Minutes of 
Evidence, 4th to 5th  Installments
③　Royal Commission on the Income Tax, Vol. 3 1919-1920, Minutes of 
Evidence, 6th to 7th  Installments
④　Royal Commission on the Income Tax, Vol. 4 1919-1920, Reports and 
Index to Minutes of Evidence.
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ないことである。
　第15条第１項では，シェジュール DケースⅠ11）における課税において，
利益の査定額の計算上，工場等（mills, factories）或いは類似する施設に関
して，その所在地等にかかわらず，所定の金額を減価償却費として控除す
ることを規定している。ただし，計算対象期間中，事業を行っている者に
より所有されていることが条件となる。
　第２項は，減価償却の対象となる施設についての規定である。その施設
は，シェジュールＡの No. 1 12）の課税対象となるものであり，かつ，電気
設備あるはレンガから構成されているものでないものである。控除が認め
られる金額は，①施設の補修費用（repairs allowance）に相当する金額，又
は，②施設の評価額（rating value）の適切な割合に相当する金額，のいず
れか小さい金額である。ロンドン市或いはスコットランドに所在する施設
の場合，施設の評価額の適切な割合とは６分の１であり，その他の施設の
場合には評価額の５分の１である。
　第３項は，２項の対象外となる施設に関する規定である。当該施設の減
価償却費は，以下に定める事業者の建物の実際原価（actual cost）の１％に
相当する金額である。この建物は，次のいずれかの条件を満たすものであ
る。
①　蒸気機関，電力会社等において稼働する機械を主として設置してい
る建物，或いは，
②　上記①の施設において稼働している機械により実質的に減価償却費
が増加する建物
11）　商業，製造業等からの利益がここに区分される。
12）　シェジュール A・No. 1 は，占有している全ての土地及び財産で，年次の
価値に基づいて所得税を課税するが，実質は財産税（property tax）と同様
であり，この区分では，地代或いはその利益に課税する。
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　第４項は，計算の期間が12か月未満の場合，或いは，当該計算期間を通
じて事業者の所有でなかった場合，控除となる金額は比例的に減額となる
ことを規定している。施設の交代，補修費用あるは評価額の変更が計算期
間中に生じた場合，控除できる金額は，計算期間を区分して計算してその
合計額となる。
　第５項は，設備を占有している賃借人における処理について規定してい
る。賃借人が所有者とみなして取扱うことになる。
　第６項は定義規定である。評価額（rating value）は次のような法律に基
づいている。
①　英国に所在しているが，ロンドン市外にある施設の場合は，評価法
（Rating and Valuation Act, 1925 :  15 & 16 Geo. 5. C. 90） 13）は1925年の制定法
である。
②　ロンドン市街にある場合は，1869年制定の首都評価法（Valuation 
(Metropolis) Act, 1869 :  32 & 33 Vic. C. 67）の適用となる。
③　スコットランド所在の施設については，1926年制定のスコットラン
ド評価法（Rating (Scotland) Act, 1926 :  16 & 17 Geo. 5. C. 47）の適用とな
る
④　北アイルランド所在の施設については，北アイルランドに適用とな
る評価法（Valuation Acts ( Northern Ireland ), 1852 to 1932）がある。
　評価法は，英国の地方税として現存するレイツ（rates）と関連している
ものと思われる。この税目は，日本の固定資産税と類似するものである。
日本の固定資産税には償却資産に関する規定があるが，英国における税法
上の減価償却費は，他の法律の評価等を借用した形になっている。
13）　評価法によれば，評価の権限を有する者は地区毎の委員会である。評価リ
ストは，毎年４月に新たに作成される。
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⑷　法人の留保所得に対する累進付加税の租税回避防止規定
　1922年財政法第21条（Finance Act 1922, 12 & 13 Geo. 5 c. 17：以下「1922年法
21条」という。），1936年財政法第19条（Finance Act 1937 c. 54, 26 Geo. 5 & 1 
Edw. 8 c. 17：以下「1936年法19条」という。）と続いた規定が，1937年財政法
第14条（以下「1937年法14条」という。）により改正されている。
　イ　1922年法第21条
　1922年法第21条は「所定の法人の留保所得に課される累進付加税（Super-
tax）」という見出しであり，全９項から構成されている。
　1922年法当時の累進付加税は，2,000ポンドを超える課税所得に対して
課されていた。累進付加税は全ての所得を合算した金額を課税標準として
いる。この第21条の規定は，法人の株主等が累進付加税の課税を免れるた
め，構成員に対する所得の配分を行わずに，法人にその金額を留保してい
る場合の課税について規定したものである。法人に所得が留保されている
場合，査定官（Commissioner）は，法人に対して文書による警告を行い，
累進付加税の査定する際に，本来構成員に配分されるべき金額は，構成員
の所得とみなすことを命令することができる。そして，その金額は構成員
に分配されたものとされた（第21条第１項前段）。
　法人が所得の適正な部分を分配しているかどうかの決定において，査定
官は，法人の事業上の要求ばかりではなく，事業の維持発展に必要であろ
うその他の要件等を考慮する（第21条第１項後段）。
　累進付加税の賦課通知書は，会社の構成員宛に送られる。賦課通知書の
日付から28日以内に，当該構成員が納税を選択しなかった場合，賦課通知
書は法人に送られ，法人により納付されることになる（第21条第３項前段）。
法人の留保所得で課税済みの金額は，後日分配されたとき，当該金額に課
税はない（第21条第４項）。
　この留保所得が課税対象となる法人は，次のすべての要件を満たす必要
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がある（第21条第６項）。
①　1914年４月１日以降に会社法により登録されていること。
②　株主の総数が50名以下であること。
③　一般向けの株式の発行をしていないこと。
④　５人以下の者により支配されていること。
　以上の規定は，日本の法人税法と比較すると，同族会社に対する留保金
課税制度と類似している。日本の同制度は，株主の配当所得に課される累
進税率を回避する目的で，同族会社に利益を留保した場合，通常の法人税
に留保金課税の税額を加算するものである。英国の場合は，１次的に法人
の構成員である株主に対して納税を慫慂し，その納税が行われない場合，
法人に納税義務を負わすという順序になっており，その点で日本の制度と
は異なることになる。
　ロ　1936年法第19条による改正
　1936年法第19条は，1922年法第21条の条文の一部を改正している。
　1922年法第21条第６項では，当該法人が５人以下の者により支配されて
いることを対象となる法人の要件としていたが，法人が５人以下の者によ
り支配されているとみなす条件について1936年法第19条（以下「改正法」と
いう。）は次のように規定している（1936年法第19条第１項）。
①　５人以下の者が会社の運営を行い，支配を得ている場合，又は５人
以下の者が，株式或いは議決権の大部分を所有又は取得する権利を有
する場合。
②　５人以下の者が，株式或いは資本の大部分を所有又は取得する権利
を有する場合で，法人の所得のほとんどが構成員に配分されたとした
ならば，分配額の多くの部分を彼らが受け取るような場合
③　法人が1922年法21条に規定する法人に該当し，その所得の50％超が
５人以下に配分されている場合
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　その他として，日本の法人税法と同様に，同族関係人（relative）の範囲
等を明確にする規定等が定められている。
　また，1937年法第14条による改正は，主として投資会社（investment 
company）に係る規定の改正である。
５　国防税の概要
　国防税（National defence contribution）は，1937年財政法（Finance Act 1937 
c. 54 (1 Edw. 8 & 1 Geo. 6)）第３款の第19条から第25条に条文が規定され，
同法の第４シェジュール（Fourth schedule）には，国防税における課税利
益の計算についての所得税法の適用が記述され，第５シェジュール（Fifth 
schedule）には，国防税の査定と徴収について説明されている。
⑴　納税義務者とその範囲
　この税は，1937年４月１日以後に開始となる５課税年度の課税対象期間
に生じる事業上の利益に課されるもので，納税主体が法人の場合の税率は
５％，法人以外であれば税率は４％である（第19条第１項）。
　専門職による役務提供の場合，その個人的な資格から生じる利益は課税
とはならず，会社或いは団体の機能が投資保等の場合，それは事業とみな
された（第19条第３項・第４項）。
　また，この税は，公共機関により行われている事業に対して適用されな
い（第19条第５項）。
⑵　事業年度の利益計算
　国防税の課税は独立したものであるが，課税利益の計算は，所得税法に
規定するシェジュール DのケースⅠにおける事業所得の計算方法が準用
される（第20条第１項）。
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　課税対象期間に生じた利益の金額が2,000ポンド以下の場合は，国防税
の課税はない（第21条第１項）。また，課税対象期間に生じた利益の金額が
2,000ポンド超で12,000ポンド未満の場合，12,000ポンドと実際の利益額と
の差額の５分の１相当まで減額をする。
⑶　利益計算の細則
　同法の第４シェジュールに記述されている利益計算の細則は次のとおり
である。
①　国防税課税年度前に生じた事業上の損失については，1926年財政法
第33条及びこれを改正した1932年財政法第19条の規定により繰り越す
ことが認められている。1926年財政法第33条の規定による繰越期限は
６年である。
②　設備及び機械の減価償却額は，所得税に基づいて計算した額の10％
増の金額である。
③　1920年財政法第27条に規定する海外自治領の所得税の損金不算入の
規定の適用はない。
④　金融業等を除く事業に従事する法人の利益は，その子会社で国防税
の納税義務者でない法人からの配当或いは利益の分配として受け取る
すべての利益を含む。
⑤　納付した所得税或いは国防税は，損金不算入である。
⑥　取引或いは行為が租税回避或いは損失を作り出すものであるときは
これらに係る控除は認められない。
⑦　大口株主である役員の報酬は，利益の15％或いは1,500ポンドのい
ずれか大きな額で，控除できる上限は15,000ポンドである。
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⑷　所得税との関係
　納付した国防税は，所得税の課税所得の計算上，費用として控除できる
（第25条第１項）。
⑸　小　　　括
　国防税は，個人，パートナーシップ及び法人の利益を対象とした付加税
の性格を持つ税といえる。その特徴としては，免税となる所得の範囲が１
会計期間に2,000ポンドであり，それを超える部分の金額に課税となる。
また，所得税との関係においても，所得税から控除できる項目となってお
り，二重課税にはならないように配慮されている。
　1920年財政法（Finance Act 1920 (10 & 11 Geo. 5 c. 18)）第５款により創設さ
れた法人利益税は，1924年財政法（Finance Act 1924 (14 & 15 Geo. 5 c. 21)）第
３款第34条第１項において，1924年６月30日後に開始となる会計期間の利
益について，法人利益税を課さないことが規定され，法人利益税は，この
日をもって廃止されている。
　英国では，所得税法は連綿と続いているのであるが，法人税の先駆けと
もいえる法人利益税が1920年～1924年という短い期間でのみ適用されて廃
止されている。1937年財政法において創設された国防税は，法人利益を対
象とした税ではあるが，個人所得税に対応する法人所得税の性格はなく，
法人を納税義務者とする所得税法の適用を除けば，この時期は，法人税と
して独立した課税を行うに至っていないのである。
６　1936年所得税制定法化検討委員会報告
　所得税制定法化検討委員会（以下「委員会」という。）は，1927年に当時
の大蔵大臣であった，ウイントン・チャーチルにより発案され，それ以
降，継続して所得税における制定法の簡素化，諸概念の整理・検討等を対
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象としてきたのである。この委員会は，1936年報告の後，第２次世界大戦
等により中断されて大きな成果を挙げたとはいえないのであるが，それま
での所得税をまとめた1918年所得税法及びそれ以降の財政法において規定
された所得税法の規定における問題点の論点整理をしていることから，こ
の委員会報告において取り上げられた検討課題について，以下では触れる
ことになる。
　委員会報告は，第１巻と第２巻に分かれている。第１巻は報告と付属文
書，第２巻は委員会報告に基づく所得税法案（draft of an Income Tax Bill：以
下「法案」という。）である 14）。
⑴　用語等の改善への貢献 15）
　委員会が税法に規定する用語について改善を図った例としては，標準税
（standard tax）等があるが，最も基本的な用語である所得（income）につい
ては，検討が行われなかったのである 16）。
14）　委員会報告は全541頁，法案は417項目となっている。
15）　Staples, Ronald, “Report of the Income Tax Codification Committee” The 
Accountant Tax supplement, 27 June, 1936, p. 262.
16）　米国は，何が所得税に該当するのかという点で憲法上の規定との解釈が問
題となったのである。すなわち，1895年のポロック判決により所得税は米国
憲法に規定する直接税に該当することから，連邦政府は，各州に税額を割り
当てることになじまない所得税を制定することができなくなったのである。
1909年にタフト大統領は，憲法改正を示唆し，憲法修正案が1909年の61議会
を通過して各州の承認を得る手続に入り，1913年２月25日に米国の州の４分
の３の承認を得て，修正16条は確定したのである。この憲法修正16条の規定
は次のようなものである。
「連邦議会は，いかなる原因から得られる所得に対しても，各州の間に配
分することなく，また国勢調査もしくはその他の人口算定に準拠すること
なしに，所得税を賦課徴収することができる。」
　　 これに対して，英国の場合，所得税の創設時から事業に係る所得税の課税
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⑵　摩損（wear）と破損（tear）
　事業の用に供した機械及び備品の摩損と破損に係る控除 17）の計上につい
て，所得査定年分における摩損と破損であったが，委員会の提言では，申
告利益計算年分における計上としている。ステープル氏の分析では，この
ような改正が勧告された背景には，摩損と破損に係る会計における控除
は，利益計算において行われ，利益計算後に行われるものではないことを
指摘している 18）。
　1932年財政法において規定された機械及び備品の摩損と破損に係る控除
の10分の１の追加控除の計算例に関する委員会の説明は，次の通りであ
る 19）。
　1931年に取得価額£200の機械を1937年に取り替えるとする。償却率は
年間7.5％である。1931-1932年の償却額は15（200×7.5％），1932-1933年の
償却額は14（185×7.5％），1933-1934年の償却額は13（171×7.5％），1934-
1935年の償却額は12（158×7.5％）である。1934-1935年及び1935-1936年の
期間の償却率は10分の１追加控除となることから，7.5％の償却率は10分
の１を加えて8.25％となる。その結果，1935-1936年の償却額は12（146×
8.25％），1936-1937年の償却額は11（135×8.25％）となる。
　以上の計算の結果，機械及び備品の摩損と破損に係る控除額の累計と陳
腐化として請求する金額の計算は次の通りである。
対象は，事業上の利益（profit）という用語が使用され，米国のように所得
概念を巡る検討が行われてこなかったのである。
17）　英国の場合は，固定資産の価値に下落等に関して減価償却（depreciation）
という用語が使用されず，機械及び備品の摩損と破損に係る控除（deduction 
in respect of wear and tear of any machinery or plant）という表現である。
18）　Staples, Ronald, op. cit., pp. 262-263.
19）　Anonymous, “Codification of Income Tax” The Accountant Tax Supplement, 
11 April, 1936, p. 118.
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機械の原価　　　　　　　　　　　£200
摩損と破損に係る控除額の累計  　  £  77
差引　　　　　　　　　　　　　　　123
スクラップとしての価額　　  　　　　18
陳腐化請求額　　　　　　　　　　　105
⑶　配 当 課 税
　シンガポール等において配当について実施されていた配当の源泉控除と
いう制度があったが，この制度は，英国において採用されていたものであ
る。シンガポールでは，法人税の賦課決定前に配当決議が行われることか
ら，税引前利益が配当原資になる。シンガポール居住法人は，配当を支払
う際に，法人税相当額を控除する。これは，法人税相当額を確保するため
のもので，所得税の源泉徴収と錯覚しやすい制度であるが，別のものであ
る。また，この制度は，インピュテーション制度とは異なるものである。
このシンガポールの源泉控除制度は，2003年１月１日以降経過規定適用の
ものを除き廃止され，配当は株主段階で免税となっている。
　逆のアプローチになるが，当時の英国では，配当支払法人が税額の控除
を行うが，この徴収税額は，配当を受領する株主の負担する税額ではな
い 20）。
⑷　居 住 形 態（residence）
　法案の第６条及び第７条は，個人と法人の居住形態に関して規定してい
る 21）。
20）　Staples, Ronald, op. cit., pp. 263-264.
21）　Anonymous, “Report of the Codification Committee” The Accountant Tax 
Supplement, 18 April, 1936, p. 135.
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　イ　英国居住者の定義
　英国居住者に該当するのは，次に掲げる者である。
①　課税年度中において合計182日以上英国に滞在する者
②　課税年度中において合計91日以上英国に住居を保持している者
③　課税年度中に英国に住居を設ける意図を持ち，かつ，翌課税年度に
住居を設けた者
④　課税年度前４課税年度にその合計日数が365日以上英国に滞在した
者
ロ　英国以外の国の居住者となる可能性のある者で英国居住者となる場
合
①　課税年度において英国に住居或いは事業の場所を有するが，英国以
外の国に住居或いは事業の場所を有しない者又は，英国以外の国に住
居或いは事業の場所を有しないが，英国永住者（domiciled in the U. K.）
である者
②　上記①に該当しない場合，出生場所，国籍及び生活習慣等を総合勘
案して居住者とみなすことができるときには英国居住者として扱われ
る。
　ハ　法人の居住形態
　法人が英国居住法人となる条件は，英国国内で管理支配している場合或
いは英国内に事業上の確立した場所がある場合で，かつ，その活動の多く
の部分が英国国内で行われて場合である。英国1929年会社法の要件と合致
した英国において設立登記をしたのみの理由で居住法人とはならない。
　法人の居住形態が意義を持つのは，次の３点である 22）。
①　事業所得に係る租税債務を決定するため
22）　Ibid., p. 136.
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②　国外投資所得に関する法人の租税債務を決定するため
③　1918年所得税法46条に規定する戦時債利子の免税の権利に係る決定
　この時点までの英国判例を整理すると，法人の居住形態判定の次のよう
な原則が導き出されている 23）。
①　英国内で管理している法人は，英国居住法人である。
②　英国において登記した法人の場合，登記した事務所等が英国国内に
所在し，かつ，他の法令上の要件を満たしていても，居住法人として
の要件を満たすものではない 24）。
③　登記自体は居住法人となる十分な要件とはいえないが，登記した国
における当該法人の活動等と併せて検討すると居住法人となることも
ある 25）。
④　外国の法人に関する判定方法と英国法人に関する判定方法に相違は
ない 26）。
　法案は，上記の判例法により確立したもののうちから居住法人判定の原
則を導き出そうとして，登記があり，かつ，管理上の活動（例えば，記帳，
配当宣言等）を併せて判断することを要素とする意見のようであるが，管
理上の活動が重要か否かの判断は長官の判断としている。
　そして，個人の居住形態の３つの事例が掲げられている 27）。
　第１の例は，フランスの俳優が季節ごとにロンドンで活動している場合
であるが，その当時の税法及び実務によれば，英国以外で取得した利益に
ついては英国における課税はない。第２の例は，英国人の医師がフランス
23）　Ibid., p. 136.
24）　Todd v. Egyptian Delta Land and Investment, 14 T. C. 119 (1929).
25）　Swedish Central Railway Co., Ltd. V. Thompson, 9 T. C. 342 (1925).
26）　Todd v. Egyptian Delta Land and Investment, 14 T. C. 119 (1929).
27）　Anonymous, op. cit., p. 138.
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のリビエラで英国と同様に医療活動をした場合，この医師の国外で取得し
た所得は，英国内の所得同様に課税になる。第３の例は，フランス人の洋
服屋がロンドンに店を持ち，ロンドンにおける営業を見るために定期的に
ロンドンを訪れている場合，その当時の税法及び実務によれば，英国居住
者と判定されることもあるが，フランスにおける利益に英国で課税するこ
とはない。
　上記の３つの例は，双方居住者のような例であるが，ここにおける判断
基準は，主として英国居住者であるか否かである。
⑸　小　　　括
　委員会の報告は，1919-1920年にかけての所得税に関する王室委員会報
告に続く，所得税に対する提言という位置付けになろうが，法人に対する
課税という点では，1920年財政法において創設された法人利益税ほどに大
きな変化をもたらす内容ではない。法人利益税は，それまで過去３年分の
利益の平均額を課税標準とする方法から，事業年度において生じた実際の
利益を課税の対象としたことである。
（続く）

